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中小企業の再エネ調達を推進する
再エネ100宣言 RE Action 
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再エネ100宣言 RE Actionとは

企業、自治体、教育機関、医療機関等の団体が
使用電力を100％再生可能エネルギーに転換する意思と行動を示し、

再エネ100％利用を促進する枠組み

協議会を5団体で構成

参加要件
①使用電力を100%再エネに転換する目標設定と公表
②再エネに関する政策エンゲージメントの実施
③消費電力量・再エネ率を毎年報告

推奨/ 
Endorser：
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増え続ける再エネ100%の意思表明

環境省 外務省 防衛省
大阪府 神奈川県 熊本県 群馬県 徳島県 兵庫県 鳥取県
大阪市 岡山市 川崎市 京都市 さいたま市 新潟市 浜松市 横浜市

アンバサダー
（応援者）
18団体

279団体
(2022年8月)

28

57
73

108

178

270

2019.10 2020. 3 2020. 9 2021. 3 2021. 9 2022. 6

参加団体名一覧と目標はこちら☞ 報告書参照
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https://saiene.jp/annualreport
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2019年10月『再エネ100宣言 RE Action 』発足

＊：The Climate Group、CDPより、RE100イニシアティブに関連して、再エネ100宣言RE Actionへの推奨を頂いています。（但し、RE100は再エネ100宣言
RE Actionの運営に直接関与しておらず、完全に分離した運営がなされています。）

・消費電力量が50GWh以下の企業
・自治体
・教育・医療機関

・グローバル企業
・社会的インパクトが大きい企業
・消費電力量が50GWh以上
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需要家結集を起点に好循環を形成

再エネへの

投資・政策

政策・市場へのシグナル

需要結集

好循環形成

供給・政策側

活動
趣旨

需要拡大 再エネ増加/低価格化

実績報告

100%達成！
課題あり！

事例シェアで前進！
課題解決へ結集！
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事例のご紹介
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脱炭素コンソーシアム（情報交換プラットフォーム）で情報提供中 https://jclpmembers.force.com/consortium/s/

再エネ電気の入手方法

6



Copyright 再エネ100宣言 RE Action協議会

再エネ導入のケーススタディをウェブサイトで公表

●敷地内で発電し自家消費する ●再エネ主体の電力を購入

●敷地外で発電し小売電力から購入

ウェブサイト⇒ https://saiene.jp/casestudy2020

コストアップを回避して再エネ100%を実現→中小企業なら可能

●クレジット（証書）を購入

●再エネ先進地域

久慈市
動画⇒ 7
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再エネ導入の事例１・・・敷地内で発電し、自家消費する

株式会社大川印刷
（神奈川県横浜市）

• 日本で初めてとなる、初期投資0円太陽光パネル設置事業
• ソーラーフロンティア株式会社が、90kWの太陽光発電設備を所有。2019年4月よ
り通電。

• 株式会社大川印刷は、太陽光パネルで発電した電力を購入し自家消費。
• ソーラーフロンティア株式会社は17年の契約期間内に設置・維持管理にかかる経
費を回収予定。

• 本社工場の20%の電力を太陽光発電で賄い、残り80%を青森県横浜町の風力
発電から、みんな電力株式会社により電力購入。

• 横浜市と東北12市町村との連携協定に基づく、横浜市内企業6社の内の1社とし
て電力使用開始。

• 横浜市地球温暖化対策推進協
議会も参画し、地元事業者が
パネルの設置・維持管理などを担う。

株式会社大川印刷の工場に設置された太陽光発電
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再エネ導入の事例２・・・敷地内で発電・電気自動車も活用

総天然素材革工房 革榮
（千葉県睦沢町）

• 2019年に太陽光パネル13kWを導入。
• 自家消費した後、電気自動車へ充電し、余剰は売電している。
• 太陽光の設備の初期コストは12年半で回収見込み。
• 2019年9月の台風被害の際も、千葉県睦沢町は停電が発生したが、日
中は自家発電の電力で過ごすことができた。

• V2H機器（クルマから家への充電）を導入しており、昼夜太陽光の電力を
使用する事例。

総天然素材革工房 革榮の太陽光発電
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再エネ導入の事例３・・・敷地内で発電し・電気自動車も活用

山田建設株式会社
（山形県最上町）

• 太陽光パネル4.9kWを社屋に導入。
• 自家消費した後、電気自動車（日産リーフ）へ充電し、余剰は売電して
いる。

• V2H機器（クルマから家への充電）を導入しており、昼夜太陽光の電力を
使用することにチャレンジしている。

• J-クレジットも活用し、事業所と建設現場の電力について、再エネ100%、
脱炭素を実現。

山田建設株式会社の太陽光発電
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再エネ導入の事例４・・・敷地内で発電し、自家消費する

青森県民生活協同組合
（青森県青森市）

⚫ 2017年から全12店舗で地域新電力の青森県民エナジ
ーとの連携によるFIT電気調達を実施。今後、太陽光
（PPA）を導入予定

⚫ 350件の組合員への電力調達も推進
⚫ おいらせ店でPPA方式で太陽光発電を2021年3月に
導入、自家消費率は32%と推計

⚫ 電力調達ではコストはほぼ変化なし
⚫ PPAは初期投資がなく、ランニングは地域新電力とWin-

Winとなるよう調整
⚫ 組合員からは「こういう取組待ってたよ」という声も

写真：青森県民生活協同組合のおいらせ店の
太陽光パネル
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再エネ導入の事例５・・・再生可能な熱を利用する

株式会社艶金
（岐阜県大垣市）

⚫ 1987年から建築廃材利用の木質ボイラー（15t）
により染色加工工程用の温水を100%供給

⚫ 海外スポーツ衣料メーカー企業から再エネの取組み
を高く評価、受注にもつながる

⚫ 再エネ100%電力への切替を検討し、フォークリフトの
一部電動化も実施済

⚫ ランニングコストは重油と比較して約70%低く、人件
費・メンテナンス費を含めても経済合理的

⚫ 近いうちにボイラーの入替えが必要

写真：バイオマスボイラー

12



Copyright 再エネ100宣言 RE Action協議会

再エネ導入の事例６・・・敷地内で発電し、自家消費＋省エネ

日崎工業株式会社
（神奈川県川崎市）

⚫ 金属加工業、工場の屋根上に2020年に太陽光パネル
52kWを導入

⚫ LED化、節電機械設備導入、デマンド監視装置も導入
⚫ 太陽光の設備の初期コスト（補助金あり）は6.9年で回収
見込み

⚫ 電気料金も6割削減見込み（2014⇒2020年度）
⚫ CO2排出量は6割削減見込み（2014⇒2020年度）
⚫ 東日本大震災をきっかけにして省エネ化に取り組む、最初は
工場の屋根の遮熱塗装がきっかけ

写真：日崎工業株式会社の太陽光発電

13



Copyright 再エネ100宣言 RE Action協議会

再エネ導入の事例７・・・自ら発電し、防災拠点として地域連携

New ライフ オオサワ
（埼玉県寄居町）

⚫ 敷地内に100kWの太陽光発電を設置
⚫ 追尾型と固定タイプのソーラーパネルで発電能
力の実測中

⚫ ソーラーシェアリングで野菜を育てる
⚫ 井戸水もあり、日中はコンセントから給電も可
能なため、本格的な防災拠点になる

⚫ 停電時には地域住民にコンセントの電力を供
給

⚫ 停電時の操作方法を、地域の自治会へ現地
で説明（年一回）

⚫ 散歩道に面するため休憩のためのベンチを設置
⚫ 災害時拠点周知のための看板を設置
⚫ 電気自動車を2台導入し蓄電池としても活用

敷地内に設置した
ソーラーパネル

（ソーラーシェアリング
・追尾型）

＜看板掲示内容＞ 牟礼区緊急
災害時電気供給所 晴天時は

最大3000台のスマホの充電可能

14



Copyright 再エネ100宣言 RE Action協議会

再エネ導入の事例８・・・ビルナカ小水力発電

合同産業株式会社
（東京都中央区）

⚫ 千葉県大多喜町にメガソーラー（約15MW）を所有
⚫ 自らの事業領域で実現可能な再エネを模索
⚫ ビルメンテナンスのプロの合同産業とリコーが挑む
水道設備を活用したマイクロ水力発電

⚫ 導水管の中にそのまま設置できる発電システムを開発
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大阪いずみ市民生活協同組合
（大阪府堺市）

再エネ導入の事例９・・・ ・敷地内で発電し、自家消費

⚫ 大阪府南部をエリアとする、宅配事業や店舗事業（10店）の生協
⚫ 2012年より、 2つの物流センターの屋根に、 FIT 制度を活用した大型
の太陽光発電所の開発を始めた（10.75MW）

⚫ 2019年度より、事業所の屋根にも太陽光パネルの設置を拡大し、今後
さらにすすめていく。（共同購入センター8か所と店舗1か所）

⚫ うち、2020年度以降に設置した4か所は、FITではなく自家消費型として
いる

写真 共同購入センターの屋根に設置した太陽光パネル
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加山興業株式会社
（愛知県名古屋市）

再エネ導入の事例１０・・・ ・再エネ主体の電力を購入、パネルの廃棄

⚫ 産業廃棄物の収集運搬業や、処分業の会社。循環型社会形成
と脱炭素の２面から取り組んでおり、SBT目標認定も受けている

⚫ ソーラーパネルは2030年ごろから大量に廃棄される見込みだが、そ
のまま埋め立てすると処分場がひっ迫

⚫ ソーラーパネルの廃棄処理・リサイクルに新技術で取り組む
⚫ レジリエンス強化手段の一つとしての再エネ導入、地域住民の安
心・安全確保に努める

写真 精度の高いソーラーパネルの
リサイクルを実現するブラスト工法
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株式会社宮城衛生環境公社
（宮城県仙台市）

再エネ導入の事例１１・・・ ・敷地内で発電・蓄電池やPHVも活用

⚫ 廃棄物の収集・運搬、清掃を行う会社
⚫ 「静脈産業にも日が当たる活動を」と考え脱炭素経営
に取り組む

⚫ ソーラーやEV（PHV）を導入した結果、地震や災害
にも強い企業になった

⚫ 取り組みが対外的にも注目され環境省の脱炭素経営
ハンドブックにも掲載

⚫ 行政が間に入って地元企業とマッチング

写真 ソーラーパネル
と蓄電池
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再エネ導入の事例１２・・・敷地外で発電し、小売電力から購入

学校法人千葉学園
千葉商科大学
（千葉県市川市）

• 千葉県野田市に太陽光パネル2,880kWを所有。
• 売電したメガソーラー野田発電所のFIT電気を、東京電力パワーグリッド
を通じて、みんな電力株式会社に特定卸供給。

• みんな電力株式会社のブロックチェーンP2P電力トレーサビリティシス
テムを利用し、メガソーラー野田発電所のFIT電気を、千葉商科大学
市川キャンパスに供給。

• 電力の不足分は、トラッキング情報あり非化石証書付きの他のFIT電
気や再エネ電力により補充し、再生可能エネルギー利用率100%を
実現。

再エネ利用のイメージ

引用 千葉商科大学「再生可能エネルギーの利用」ウェブサイト
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株式会社
二川工業製作所
（兵庫県加古川市）

ため池で発電した電力を
小売り会社経由で購入し、
国内の電力約6GWhを
再エネ100%化

再エネ導入の事例１３・・・敷地外で発電し、小売電力から購入

引用 アスエネ株式会社プレスリリース
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000009.000058538.html
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再エネ導入の事例１４・・・地域内木材で発電し小売電力から購入

日本フォレスト株式会社
（大分県日田市）

⚫ グループで間伐材由来の木質チップの製造販売、発電
（5,700kW）、電力小売を行い、2019年にグループの電
力を再エネ100%（トラッキング有）に切替え

⚫ 日田市役所等の公共施設や民間企業にグリーン発電大分
で発電した電気を供給

⚫ 地元林業者などと協議会を作り、利害関係者がWin-Winと
なる関係を作り、7年以上にわたり間伐材を安定的に調達

⚫ 地域での木材価格の底値を支えている
⚫ 2016年春から隣接のイチゴ農家のビニルハウスに温排水を供
給（農山漁村再エネ法の認定事業）

⚫ FIT終了後の継続的な事業形態を模索している

写真：木質バイオマス発電所
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再エネ導入の事例１５・・・ソーラーシェアリング

株式会社メンバーズ
（東京都中央区）

⚫ 千葉県睦沢町にソーラーシェアリングの太陽光発電
所を建設し、2021年6月より非FIT発電開始。年
間の想定発電量は約24.8万kWh。

⚫ オフィスは賃貸契約のため、別途J-Creditを利用して
2020年度再エネ100％達成

⚫ 自然電力株式会社と共同し、社員向けオリジナル再
エネ電力プランとして販売
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株式会社デイトナ
（静岡県森町）

再エネ導入の事例１６・・・ ・敷地外で発電し、小売電力から購入

⚫ バイクのアフターパーツを企画・製造・販売
⚫ 2012年、東日本大震災直後に中部地区でソーラー
発電を計画した

⚫ 200を超えるパートナー企業へPPAを働きかけしたい
⚫ FITの売電期間終了後はオフグリッドにもチャレンジ
⚫ チャレンジ精神は社風
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杜陵高速印刷株式会社
（岩手県盛岡市）

• トラッキング情報付非化石証書を活用した再エネ100%プランを契約。
• 従前の一般電気事業者よりも、若干安く契約できた。

杜陵高速印刷株式会社の本社工場

再エネ導入の事例１７・・・再エネ主体の電力を購入
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エコワークス株式会社
（福岡県福岡市）

• 事業所、モデルハウスについて、非化石証書を活用した再エネ100%プラ
ンを契約。

• モデルハウスについては、太陽光パネルを設置しており、売電している。売電
終了後は、自家消費予定。

• 再エネ電力切り替え前と同程度のコストと試算。
• 本社の入居するビルをZEBに改修。

エコワークス株式会社の福岡LCCM&IoTモデルハウス

再エネ導入の事例１８・・・再エネ主体の電力を購入
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株式会社電巧社
（東京都港区）

• トラッキング情報付非化石証書や、J-クレジットなど活用した再エネ100%
プランを契約。

• 賃貸契約のオフィスは、Jクレジットまたはグリーン電力証書で対応予定。
• 電力供給契約は、既に新電力に切り替えていたため、単価アップとなった
（5%程度）。

• 遠隔地型自家消費向け太陽光発電ビジネス「HOMEMADE ENERGY」
も展開

HOMEMADE ENERGYは株式会社電巧社の
遠隔地型自家消費向け太陽光発電ビジネスのブランド

再エネ導入の事例１９・・・再エネ主体の電力を購入
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再エネ導入の事例２０・・・敷地内で発電し、自家消費する

株式会社エコ・プラン
（東京都新宿区）

⚫ 2019年6月から順次12拠点のうち7拠点で再エネ100%
電力（みんな電力株式会社：トラッキング有）に切替え、
全国にある小規模付随施設についても2021年3月、再エネ
100%電力（アスエネ株式会社：トラッキング有）に切替え、
コストは微減

⚫ 環境配慮の取組への社内の関心が高まり、学生へのアピー
ルにも

⚫ 自社ビルの三郷テクニカルセンターでは12kWの太陽光発電
と6.5kWh×2台の蓄電池を導入して最大限利用。17年で
の投資回収見積。

⚫ （今後の展望）2030年までに全拠点の使用電力を再エネ
100%にすることを目指す。現状は47％程度。

写真：三郷テクニカルセンターの太陽光発電
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Copyright 再エネ100宣言 RE Action協議会

株式会社マックス
（東京都府中市） ⚫ 2020年1月からワンルームのオフィスを毎月ランチ1回分の負担で再エ

ネ100%電力（トラッキング有）に切替
⚫ 毎月の電力コストは700円程度上昇。この負担で再エネ電力で事業
ができていることに満足感

⚫ 電力小売会社の選択も社会的な取組や貢献を重視
⚫ 製品ごとにNPOへの売上の1％寄付など社会的取組も実施
⚫ （きっかけ）2007年に太陽光発電を自宅に設置しており、2011年以
降社会貢献活動も行っていた

⚫ （課題）当初、電力小売会社が多く、プランや仕組みの理解が難しく
選択が困難だった

オフィス内と代表の丹野氏

再エネ導入の事例２１・・・再エネ主体の電力を購入
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再エネ導入の事例２２・・・敷地内で発電し、自家消費する

川崎信用金庫
（神奈川県川崎市）

⚫ 建て替えた百合丘支店で使う電気を再エネ100%に切り替
える。

⚫ 事務センター屋上の空きスペースに、太陽光パネル
33.0KW を設置。

⚫ この経験を活かし、取引先にお勧めすることができるようになっ
た。

⚫ 川崎市と共同で「川崎市SDGs プラットフォーム」 の事務
局を務め、地域全体の持続性・活性化を探求。

写真：百合丘支店
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再エネ導入の事例２３・・・再エネ＋省エネで大幅CO2削減

みぞのくち新都市株式会社
（神奈川県川崎市）

⚫ 省エネ機器の入れ替えで電気使用量は2013年度比
78%に。

⚫ 電気料金も5億円⇒3億円に（2013⇒2020年度）
⚫ CO2排出量は85%削減見込み（2013⇒2021年
度）

⚫ ごみ削減や屋上緑化利用にも取り組む。

写真：みぞのくちノクティ・プラザ
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再エネ導入の事例２４・・・クレジットの購入

株式会社ウェイストボックス
（愛知県名古屋市）

⚫ 賃貸のオフィスでも使用電力量を把握してJクレジット
（再エネ指定）を購入。

⚫ J-クレジットによる再エネ調達の情報開示の例「施設稼働
時のCO2排出量 カーボン・オフセット」に関する実施報告
書を自社ウェブサイトに掲載。

⚫ 日本で唯一のCDP気候変動コンサルティングパートナー
として認定されており、最新の情報を得られている。

「e-ラーニング動画」

株式会社ウェイストボックスウェブサイトより
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再エネ導入の事例２５・・・クレジットの購入

カーボンフリーコンサルティング株式会社
（神奈川県横浜市）

⚫ 賃貸のオフィスでも使用電力量を把握してJクレジット（再エネ指定）を購入。
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再エネ導入の事例２６・・・再エネ先進地域

久慈市
（岩手県久慈市）

⚫ 豊富な再エネポテンシャルを背景にソーラー発電
だけではない様々な再エネ・チャレンジをしている

⚫ 木質バイオマスからの熱利用や、バイオエタノールの製造実
証を行っている

⚫ 自治体新電力を立ち上げて、公共施設や地域の事業
者へ供給している

⚫ 東北の自治体連携（北岩手 地域循環共生圏）が組
織され横浜市へ電力供給開始

⚫ 洋上風力発電のプロジェクトも進める

久慈地域エネルギー株式会社ウェブサイトより
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再エネ100宣言 RE Action 

ご参加
お問い合せについて
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参加団体募集中

reaction@saiene.jp

再エネ100宣言 RE Action協議会
（グリーン購入ネットワーク（GPN)事務局内）

担当金子・長谷川
TEL 03-5829-6912 Mobile 080-4115-2431 FAX 03-5829-6918

お問い合わせ

FOLLOW US
@saiene100jp

最新情報を配信中
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鳥取県の脱炭素への取組

令和4年9月 鳥取県生活環境部 脱炭素社会推進課

12022 Tottori prefecture



■ゼロカーボンシティ
2050 年にCO2（二酸化炭素）を実質ゼロにすることを目指す旨を首長自らが表明、
又は地方自治体として表明した地方自治体をゼロカーボンシティとしており、環境
省が賛同を呼びかけている。

⇒679の都道府県・市区町村（約1憶1,708万人）が表明（2022/3/31時点）
41都道府県、402市、20特別区、181町、35村

■鳥取県内のゼロカーボンシティ
・北栄町（2019年12月、中四国地方の市町村で初）
・鳥取県（2020年1月、中国地方の県で初）
・南部町（2020/3/9表明）
・米子市（2021/2/9表明）
・鳥取市（2021/2/22表明）
・境港市（2021/2/24表明）
・日南町（2021/3/11表明）
・倉吉市（2022/3/29表明）

ゼロカーボンシティ表明

22022 Tottori prefecture



鳥取県

再エネ導入量が約2倍 （H１８年度：613ＭＷ）→ （R2年度：1,081ＭＷ） ※ 民生需要電力カバー率100%超（R2年度）
太陽光発電や木質バイオマス発電など、豊かな自然を活かした再生可能エネルギーの活用

により、自立型の地域エネルギー社会構築を推進。

・ 平成26年2月 ソフトバンク鳥取米子ソーラーパーク（42.9MW）の稼働
・ 平成29年1月 三洋製紙木質バイオマス発電所（16.7MW）の稼働
・ 令和２年9月 県営𣇃米（つくよね）水力発電所（8.2MW）をリニューアル

※国内初の水力発電施設でのコンセッション方式によるPFI事業

間伐材の搬出量が５倍超 （H18年度：42,789㎥）→ （R2年度：231,532㎥）
路網の高密度化・森林施業の団地化など適正な森林保全・管理により、森林吸収源の向上に貢献する間伐を促進。

森林J-クレジットの県有林面積当たりの販売量が全国1位（R4年3月現在）
平成22年の都道府県初となる県有林J-クレジット認証取得以降、販売量を拡大（R4年3月現在：販売量 全国4位（2,110トン））

人口当たりの急速充電スタンド数が全国１位（鳥取：12.59基/10万人、全国6.18基/10万人）（Ｒ3年12月）
県独自で国補助金に上乗せする支援制度を設け、県内の電気自動車充電インフラの整備を促進（H22～３０）。

全国に先駆けて、レジ袋有料化の取組を推進（レジ袋削減協定締結企業数：15事業者73店舗）
平成24年10月以降、県内の食品スーパー等とレジ袋削減協定を締結し、マイバックの普及に寄与。

※令和2年7月から容器包装リサイクル法によりレジ袋有料化が義務化

三洋製紙バイオマス発電SB鳥取米子ソーラーパーク

県庁舎の急速充電器

再生可能エネルギー発電量の拡大

間伐等による森林吸収機能の向上

次世代自動車普及促進に向けた環境整備

ノーレジ袋の推進
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令和２年１月３０日 『ゼロカーボンシティ』を表明

令和２年３月31日 『令和新時代とっとり環境イニシアティブプラン』を策定

２０３０年度のCO2削減目標（2013年度比） ▲40％

環境分野におけるSDGｓの達成に向けて、「低炭素社会の実現」など目指すべき姿を描き、中長期的な取組の方向性を明示

令和３年４月1日 『鳥取県SDGs推進・温室効果ガス削減戦略本部』を設置

県政策の中心にSDGsを据え、脱炭素社会構築と一体的に推進する体制を構築⇒予算編成作業にＳＤＧsのゴールを意識。

『とっとり環境イニシアティブ県民会議』の設置
脱炭素社会実現のため、県を挙げて推進する官民連携体制を構築

令和４年１月１３日 『鳥取県気候非常事態』を宣言

地球と人間が共存する持続可能な未来こそを選択するという決意を表明

『とっとりエコライフ構想』を提唱

「地球環境と健康を守りながら、快適に賢く住まうライフスタイルへの転換」を提唱

令和４年３月25日 『令和新時代とっとり環境イニシアティブプラン』を改訂

２０３０年度のCO2削減目標（2013年度比）の引き上げ（▲４０％→▲60％）

「PPAを活用した太陽光発電の設置促進」「とっとり健康省エネ住宅の普及促進」

「電動車をはじめとした燃費の良い自動車の普及促進」等に重点的に取り組む

鳥取県
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温室効果ガス削減目標の上方修正

従来目標 見直し後
▲４０％ ⇒ ▲６０％

4,696千t

4,13８千t

▲12% 

▲60% 

2013年
（基準年）

2018年 2030年
（新目標）

ゼロカーボン
社会の実現

2050年

2013年
CO2排出量

従来目標 見直し目標

エネルギー起源CO2
4,420 3,090

△30％
2,064

△53％

企業部門
2,291 1,284

△44％
794

△65％

家庭部門
976 720

△26％
376

△62％

運輸部門
1,153 1,086

△6％
894

△22％

非エネルギー起源CO2、
メタン、N2O

713 521
△27％

613
△14％

HFC等４ガス（フロン等）
135 99

△27％
76

△44％

森林吸収
△572 △883

△54％
△883

△54％

合計
4,696 2,827

△40％
1,870
△60％

（単位：千t-CO2）

1,870千t

○ 国内外の温室効果ガス削減の動きを踏まえ、鳥取県も削減目標を引き上げ。

○ 2030年までに2013年度比60％削減目標を掲げ、全国をリードして行く。

○ 再生可能エネルギーの地産地消と省エネ技術の普及で地域経済のグリーン成長へ。
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とっとりエコライフ構想（愛称：トットリボーン！）

環境と健康を守りながら、快適に賢く住まうライフスタイルへの転換

「再生可能エネルギー消費の地産地消」と「新技術開発等」による地域経済の活性化

6
2022 Tottori prefecture



地域の再エネでエネルギーを循環させれば
県外、国外への資金の流出がなくなり、
地域経済の循環に役立ちます！

脱炭素社会は地域経済にメリットがある

エネルギーを作るために
年間約２０００億円かけて化石燃料を購入

持続可能で豊かなライフスタイルへの転換

10
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家庭の割合
全国平均は約20%

全国平均と比較して家庭からの
CO2排出割合が高めだよ

家庭や個人でのがんばりが
県の脱炭素に大きく
反映されるよ！

電気

44%

ガス

13%

灯油

15%

ガソリン

28%

約6ｔ-CＯ2
/年・世帯

照明・

家電

24%

冷暖房

21%
給湯

20%

台所

7%

自動車

28%

約6ｔ-CＯ2
/年・世帯

鳥取県の家庭におけるCO2排出割合

【燃料種別】 【用途別】家庭

33%

産業・運輸など

67%

鳥取県のCO2排出量割合

約400万
ｔ‐CＯ2/年

※家で使うエネルギーと自家用車の利用によるCO2

排出量割合を推計したもの、全国平均は約２割

鳥取県のCO2排出状況は？
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67%
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ｔ‐CＯ2/年

※家で使うエネルギーと自家用車の利用によるCO2

排出量割合を推計したもの、全国平均は約２割

鳥取県のCO2排出状況は？

👉鳥取健康省エネ住宅

＝断熱性向上 9



ゼロカーボンな家づくり例

とっとり健康省エネ住宅
（高断熱・高気密住宅）

102022 Tottori prefecture



健康省エネ住宅 「NE‐ST (ネスト) 」

健康維持・増進及びCO2の削減を図ることを目的に、戸建住宅の新築における県独自の
省エネ基準となる健康省エネ住宅性能基準を制定し 、基準を満たす住宅を認定し助成。
令和4年7月からは改修基準（Re NEST)も制定。

全国の先進事例として注目される。欧州並みの高断熱・高気密の住宅普及促進事業。
県産木材を一定以上使用することによる補助（とっとり住まいる支援事業・県制度）、
子育て世代の新築省エネ住宅補助(こどもみらい住宅支援事業・国制度）の併用が可能。 11



家庭の割合
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👉太陽光発電等

＝再エネ導入の促進 12



鳥取県

地域新電力
(地元企業)

需要家 発電事業者
(地元企業)屋根貸し

設備設置・維持管理

FIT単価より高い
電気料金支払

大手電力会社よりも
安い電気料金支払

エネルギーの地産地消
＝ 富の地域循環

公共施設

住宅・民間建築物

原則自家消費

✋発電事業者から購入
した再エネ電力の販売

✋太陽光発電設備の
無償設置・維持管理

✋屋根の無償提供
再エネ電力の購入

鳥取スタイルPPA

鳥取スタイルPPA推進研究会を立ち上げ、地域のプレーヤー（地域新電力、発電会社、施工会社、
金融機関、市町村等）との案件形成・課題解決の意見交換を実施しています。
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👉EV

＝スマートムーブ 14



●ガソリン車にはない電動車の価値
【環境面】 【自動車としての性能面】

・大気汚染の防止 ・スムーズな加速感
・騒音の低減 ・ランニングコストが安価
・温室効果ガスの排出削減

●新たに見直されはじめた価値
・蓄電池・発電機として電力の供給が可能

→電力の有効利用に貢献
→災害等へのレジリエンス強化

EV・PHVなどの電動車の普及促進
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事業者に対する普及啓発

家庭

33%

産業・運輸など

67%

【鳥取県のCO2排出量割合】
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脱炭素に向けた事業者のニーズ
～サプライチェーンの一員としてCO2削減・見える化～

→グループ会社の一員として、一律に再エネプ

ラン購入、太陽光発電導入、省エネ診断を受
ける、といった声も。

→ まずは現状把握がしたい。

→サプライチェーンの一員として、排出量削減
の対策を求められる。

大企業の脱炭素表明によるドミノ現象

・上昇するエネルギーコストを削減したい。
・脱炭素経営を進めたい。

エネルギー使用、CO2排出量の可視化

→ 取引先、自治体への提出書類で記載を求められた。

関心層の発掘とニーズの把握

【セミナー開催 →アンケート回収】
・CO2見える化セミナー (R4.7月)
・省エネ・再エネ事例セミナー (R4.９月)

【意見交換】
・企業訪問、各課題に関する検討会の開催17
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（単位:社・団体）

再エネ100宣言 RE Action

参加数の推移

18

使用電力を100％再生可能エネルギーに転換することを表明し、共に行動を示していく、国内の中小企業、団体などのための
枠組み (世界的な大企業を中心に加盟する国際イニシアティブ｢RE100｣の国内中小企業版的位置づけ)

[主催] 再エネ100宣言 RE Action協議会 : https://saiene.jp/
（構成団体：グリーン購入ネットワーク（GPN）、イクレイ日本（ICLEI）、公益財団法人 地球環境戦略研究機関（IGES）、日本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP）、一般社団法人 地球温
暖化防止全国ネット（JNCCA））

鳥取県は「再エネ100宣言 RE Action」のアンバサダーに就任し、
県内企業・団体の参加を応援！

＼参加呼びかけのための取組／

◆補助金の設定◆
👉再エネ100宣言 RE Actionの参加を条件とした

補助金設定により、単なるコストダウンだけではない、
脱炭素を見据えた事業を推進する。

◆セミナーの開催◆
👉脱炭素経営の価値や手法を学ぶセミナーを開催し、

伴走支援に取り組む。県内事業者の脱炭素化（＝競争力維持）に
関心のある地方銀行、保険会社等と協力し、講師手配や広報を行う。

◆企業訪問◆
👉特定事業者、事業で関わりのある企業へ訪問し説明する。 2022 Tottori prefecture

https://saiene.jp/


鳥取県では、再エネ100宣言RE Action参加企業が行う、使用電力の再生可能エネルギー100%転換を目指すため
の省エネ・太陽光発電・EV商用車導入等に対して支援を行います。

企業の省エネ・太陽光・EV導入を支援
鳥取県再エネ100宣言RE Action推進事業補助金

R4支援メニュー 内 容 補助率

省エネ対応設備
導入支援事業

省エネ診断に基づく省エネ性能の高い
設備導入に要する経費を支援

１/３（補助上限1,000千円）

太陽光発電設備
導入支援事業

自家消費用の太陽光発電設備を導入す
る経費を支援

１/５（補助上限2,000千円）

EV 商用車
導入支援事業

商用車としての電気自動車又はプラグ
インハイブリッド自動車を導入する経
費を支援

定額 （補助上限）200千円/台
（補助上限台数）５台

充電設備導入支援事業 電気自動車、プラグインハイブリッド
自動車の充電設備（充電用コンセント、
充電用コンセントスタンド、普通充電
設備、V2H充放電設備）を導入する経
費を支援。

定額
（補助上限）
・充電コンセント 30千円/基
・充電コンセントスタンド 60千円/基
・普通充電設備 180千円/基
・V2H充放電設備 375千円/基
（補助上限基数）
・本補助金を活用して導入する

電気自動車等の台数以内の基数

ホームページ、セミナー、
SNS、名刺等による
周知を図る。

192022 Tottori prefecture



20

国の補助金の活用推進
【省エネお助け隊】とは、経済産業省の地域プラットフォーム構築事業で採択された地域密着型の省エネ支援団体。

中小企業の省エネ取組に対し、現状把握から改善まできめ細やかなサポートを提供。各県に担当会社が設定されている。

国の施策を

HPで紹介

ニーズのありそうな

補助金メニューを

ピックアップして紹介

しています。

こ
こ
か
ら
始
め
ら
れ
る

2022 Tottori prefecture



■環境管理の国際規格ＩＳＯ１４００１の簡易版
■県が独自に設けた基準に沿った環境配慮活動を行われる事業所等を、審査し、登録
■Ⅰ種、Ⅱ種、Ⅲ種があり、目的や事業規模などによって事業者が選択
■「環境マネジメントシステム・スタンダード（ＫＥＳ）」との協働認証

テ ス

鳥取県版環境管理システム（TEAS）の概要

Tottori prefecture
（鳥取県）

Environmental
（環境）

Audit （監査） and

Scheme （計画）

ＴＥＡＳ（テス）の取組

※全県立高等学校でⅡ種を取得、小中学校においても約30校がⅢ種を取得
→学校が主催する学習会等に、県から環境教育・学習アドバイザーを派遣

≪学校・地域・企業≫

212022 Tottori prefecture



鳥取県地球温暖化防止活動推進
センターによる普及啓発

222022 Tottori prefecture



一体となって温室効果ガス削減に取り組む!!
県民生活の質の維持・向上と省エネ・省資源を両立するエコとっとりを目指して～

CO2×

CO2×CO2×

CO2×

事業者 【温暖化取組の主体】
・CO2削減計画の実践（法規制
への対応）

・環境配慮製品・サービス提供

県民 【温暖化取組の主体】
・現状認識
・環境配慮行動の実践

市町村・団体 【住民に最も近い組織】
・県、県センターとの連携
・住民への直接的な働きかけ
・制度設計・実施、情報提供

県 【県全体の情報整理、提供】
・現状把握
・情報提供
・制度設計・実施

【温暖化対策の中核的機能】
・普及啓発・広報活動
・人材育成

県地球温暖化防止活動推進センター

鳥取県の地球温暖化対策 主体別の役割

23



≪家庭≫≪学校・地域≫ ≪企業≫
●こどもエコクラブ活動

支援補助金
●環境保全活動支援補助金
●環境教育・学習アドバイザー

派遣（TEAS登録）
●子ども向け環境教育事業

●小規模発電等再生可能
エネルギー導入補助金

●健康省エネ住宅(NE-ST)
住宅新築時の補助金

●EV・PHVの普及促進
●とっとりエコライフキャンペーン

●再エネ100宣言 RE Action
の周知・参加推奨

●鳥取県版環境管理システム
(TEAS)の普及

●再エネ導入の推進

温暖化防止活動の推進
環境学習の促進・環境教育の支援

地球温暖化防止活動推進センター・気候変動適応センター

「ゼロカーボンとっとり」

●エコサポーターズやアドバイザーの人材発掘・育成
●温暖化防止や気候変動適応に関する情報発信拠点

鳥取県の地球温暖化対策関連事業

24
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■家庭や地域、職場での実践

とっとりエコサポーターズ活動の様子

252022 Tottori prefecture



環境教育・学習アドバイザー派遣

■地球温暖化防止や自然環境の保全などの専門家を、地域へ派遣。
■県が講師を紹介し、謝金や旅費を支援します。

全県で約80名の

アドバイザーがおられます。

26
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ガイドブック 「ゼロカーボン チャレンジブック」

2050年までにゼロカーボンを目指すための
必要性や各家庭で何をすればよいかをコンパ
クトにまとめた冊子。

「ゼロカーボンとっとり」のWEBサイトで

動画やPDFデータを利用可。

272022 Tottori prefecture



家庭向け 啓発キャンペーン
2050年までにゼロカーボン（脱炭素）を目指すため、各家庭
で温室効果ガス削減につながる取り組みにチャレンジすると、
抽選でプレゼントが当たるキャンペーンを実施。
協賛企業を募り、プレゼントを用意していただいている。

【チャレンジ例】
●省エネ実践チャレンジ

家庭で省エネを実践し、電気使用量の前年同月との削減状況を
報告いただく。または「うちエコ診断WEBサービス」を活用して、
家庭でのCO2排出量を算出いただくとプレゼント。

●エコ宣言プラスチャレンジ
日常生活の中で楽しみながら実践しているエコ活動の写真をイ
ンスタグラムにアップして、シェアする。抽選でスイーツなどのプ
レゼント。

28
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川崎信⽤⾦庫総合企画部
⼭本 浩之

2022年9⽉7⽇

川崎信⽤⾦庫の脱炭素の取組みについて



川崎信⽤⾦庫の概要

本店所在地︓川崎市川崎区砂⼦2－11－1
店舗︓川崎市を中⼼に横浜市⼤⽥区含めて56店舗
設⽴︓1923年7⽉(来年度、創⽴100周年)
従業員数︓1,256名
預⾦︓22,591億円 貸出⾦︓13,144億円

※2022年3⽉末現在

【経営⽅針（抜粋）】
１．地域と共に歩む協同組織⾦融機関としての社会的責任と

公共的使命を果たし、地域社会の発展に貢献します。

当⾦庫と地域の持続的な発展は⼀⼼同体



脱炭素の取組のきっかけ

【再エネ100宣⾔RE Action】

【かわさきカーボンゼロチャレンジ2050】

脱炭素に向けた取組みへ参加し、意思や⽬標を表明



脱炭素の取組のきっかけ

【かわさきSDGsパートナー】

【かながわSDGsパートナー】 【かながわプラごみゼロ宣⾔】

【おおたクールアクション】

バックキャスティングで徐々に取組みを開始



店舗の省エネ化

省エネ性能を追求した店舗への建替え（百合丘⽀店）

・「ZEB Ready」認証取得、「BELS」最⾼ランク5取得
・再⽣可能エネルギー10０％の電⼒プラン
・ロビーの⼀部に国産⽊材を使い⽊質化
・川崎市スマートライフスタイル⼤賞 最優秀賞受賞

⇒使⽤電⼒量を約40％削減（残り使⽤分も再エネ由来）
⇒その他既存の各店舗もLED化等による省エネ化を進⾏中



太陽光パネルの設置

・事務センターの太陽光パネルを設置し⾃家利⽤
（年間予測発電量︓31,631KWｈ）

⇒本建物で使⽤する電⼒の9％を賄う
⇒今年度より既存の各店舗にも設置計画を進⾏中

創エネに向けた太陽光パネルの設置



プラスチックごみの削減

マイボトルの推奨とごみの分別

・⽔道管直結ウォーターサーバーを全事業所に設置
・職員へマイボトルを配布（⾃販機の⾮ペットボトル可)
・分別回収ボックスによる分別の徹底

⇒職員⼀⼈⼀⼈の意識向上図り、脱炭素に向けて
ペットボトルやプラごみの削減を実現



現在の想定再エネ率

省エネ、創エネ、再エネの各取組みにより、

３６．２２％

2030年度の⽬標としていた15％を前倒しでクリア
2050年度の100％達成を⽬指して取組み進⾏中

※昨年度実績値より試算
（総消費電⼒6,114,299kWh、再エネ電⼒2,214,602kWh）



地域の脱炭素化に向けた取組み

●カーボンゼロを⽀援する⾦融商品
かわしんカーボンゼロ・アシスト2050
かわしんカーボンゼロ・アパートローン
かわしんカーボンゼロ・住宅ローン
かわしんカーボンゼロ・カーライフローン
かわしんカーボンゼロアシスト定期預⾦

●その他の環境⾦融事業
・環境省「地域ESG融資促進利⼦補給事業」

指定⾦融機関
・経産省「省エネルギー設備投資に係る利⼦

補給⾦事業」指定⾦融機関

〜持続可能な社会を作るためにお⾦の流れを変える〜



地域の脱炭素化に向けた取組み

地域の皆様と⼀緒にカーボンゼロを⽬指す︕

●カーボンゼロに向けた⽀援メニュー
・省エネ診断の⽀援
・再⽣可能エネルギー電⼒の紹介
●今年度の新たな取組み
・省エネ設備の導⼊⽀援
・川崎カーボンディスクロージャーアクション（KCDA）
・エコアクション21認証取得プログラム
●⾏政と連携したその他取組み
・脱炭素アクションみぞのくち（脱炭素先⾏地域）
・地域新電⼒
・川崎市ESGファイナンスモデル事業



かわさきSDGsパートナー
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川崎市SDGs登録-認証制度における登録-認証者数の推移

パートナー ゴールド 各回の登録認証数

カーボンゼロを⼀緒に⽬指す地域のパートナー



川崎市SDGsプラットフォーム

川崎市SDGsプラットフォームを川崎市と共同運営



川崎カーボンディスクロージャーアクション

⽬ 的 ︓中⼩企業のCO2排出量の⾒える化と削減に向けた助⾔や
⽀援を⾏うことで、脱炭素経営への取組みを促進する。

事務局 ︓川崎市地球温暖化防⽌活動推進センター
連携機関︓川崎市SDGsプラットフォーム

(川崎市、川崎信⽤⾦庫、各コアメンバー)

募集

•簡易版炭素排出量把握システムの構築
•炭素排出量の把握と脱炭素経営に取り組む企業の募集︓20社
• キックオフミーテングの開催（9⽉下旬）

調査

•簡易版炭素排出量把握システムの提供
•実地調査（10⽉から12⽉）排出量把握，削減案を提⽰
•脱炭素経営マニュアルの提案

展開

•参加企業は脱炭素経営計画を策定
•調査結果を活⽤した脱炭素経営セミナー（2022年12⽉）
•川崎市SDGsプラットフォームとの連携し，削減達成の企業の評価・表彰


